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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、「協和発酵キリングループは、ライフサイエンスとテクノロジーの進歩を追求し、新しい価値の創造により、世界の人々の健康と豊かさに貢
献します。」という当社グル―プの経営理念及び中期経営計画に基づき、社会の基盤を担う責任ある企業として、持続的な成長と中長期的な企業
価値向上を図るため、意思決定の透明性・公平性を確保するとともに、迅速・果断な意志決定・業務執行体制ならびに適正な監督・監視体制の構
築を図るなど、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでまいります。

また、経営理念に基づく中期経営計画実現のためにステークホルダーとの協働が不可欠であることを認識し、それぞれの立場を尊重するととも
に、株主・投資家に対し、透明性、公平性、継続性を基本に迅速な情報開示を行うとともに、株主・投資家との建設的な対話を積極的に行い、誠意
を持って説明責任を果たしてまいります。

また、当社はキリンホールディングス株式会社の連結子会社でありますが、そのグループ運営の方針を尊重しつつ、当社の独立性を確保した経
営を進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4 いわゆる政策保有株式】

（政策保有に関する方針）

当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の観点から保有意義が認められる場合を除き、政策保有株式は保有しない
方針です。個別の政策保有株式の保有の合理性について毎年取締役会にて検証を行い、保有意義の薄れてきた銘柄については、取引先等との
対話・交渉を実施しながら、政策保有株式の縮減を進めてまいります。

（政策保有株式の議決権行使）

当社は、政策保有株式の議決権行使に当たっては、当該企業の企業価値の向上に資するものであるか、また、当社グループの持続的な成長と
中長期的な企業価値の向上に資するものであるかを勘案し、議案ごとに賛否を判断のうえ、適切に議決権を行使します。

なお、上記方針については、当社コーポレートガバナンス・ポリシー第3章3.2.3.に定めております。

【原則1-7 関連当事者間の取引】

当社の関連当事者の取引に関する方針については、以下の通りです。

・ 関連当事者間の取引について、会社法及び金融商品取引法その他の適用ある法令ならびに東京証券取引所が定める規則に従って開示する。

・ 取締役・監査役及びその近親者との取引について、重要な事実がある場合、取締役会に報告する。取締役や、取締役が第三者の代理人や代

表者として行う競業取引やその他の利益相反取引については、会社法及び取締役会規程等に従い、取締役会で決議する。

・ 支配株主との取引については、当社より提供する、あるいは当社に提供される財・サービスが主に取引されている市場等の客観的な情報をもと

に、一般的な取引条件と同様に合理的な決定を行う。

なお、上記方針については、当社コーポレートガバナンス・ポリシー第3章3.2.5.に定めております。

【原則2-6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

・ 当社における企業年金の積立金の運用は、企業年金基金により行います。

・ 当社は同基金に対し年金運用に適した資質を有する者を計画的に登用・配置するとともに、外部研修や年金運用セミナーへの出席などを通じて

その専門性を高めることに努め、同基金を支援するための適切な運営体制を構築します。

・ なお、同基金は資産運用委員会において運用状況のモニタリングを行い、運用方針に基づいて外部アドバイザーの意見を参考に、適宜資産配

分や運用委託先の見直しを行います。

【原則3-1 情報開示の充実】

(ⅰ) 当社は、「協和発酵キリングループは、ライフサイエンスとテクノロジーの進歩を追求し、新しい価値の創造により、世界の人々の健康と豊かさ

に貢献します。」という経営理念のもと、2016-2020年の5年間を「グローバル・スペシャリティーファーマへの飛躍」の期間と位置づけた2016-2020年
中期経営計画を策定し、独創的な研究と革新的な技術に裏付けられた研究開発型のグローバルカンパニーを目指します。なお、2016-2020年中
期経営計画については、下記当社ウェブサイトに掲載しております。

＜https://ir.kyowa-kirin.com/ja/library/biz_plan.html＞



(ⅱ) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方については、本報告書の冒頭に記載の通りです。当社はその基本的な考え方に基づいて、

「コーポレートガバナンス・ポリシー」を制定し、最適なコーポレートガバナンス体制の実現に継続的に取り組んでまいります。なお、当社のコーポ
レートガバナンス・ポリシーについては、下記当社ウェブサイトに掲載しております。

＜https://ir.kyowa-kirin.com/ja/management/governance.html＞

(ⅲ) 経営陣幹部等の報酬については、指名・報酬諮問委員会にて客観的かつ公正な視点から審議・決定の上、取締役会へ答申を行います。上

記方針については、当社コーポレートガバナンス・ポリシー第2章2.6.3.に定めております。

(ⅳ) 経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名については、指名・報酬諮問委員会にて客観的かつ公正な視点から審議・決定の上、取

締役会へ答申を行います。上記方針については、当社コーポレートガバナンス・ポリシー第2章2.6.1.に定めております。

【原則4-1-1 取締役会の役割・責務】

取締役会の役割・責務は以下の通りです。なお、本内容については当社コーポレートガバナンス・ポリシー第2章2.2.1.に定めております。

・ 取締役会は、株主に対する受託者責任と説明責任を踏まえ、実効的かつ効率的なコーポレートガバナンスの構築により経営理念を実現し、当

社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指す。

・ 取締役会は、当社グループ全体及びグループの主要会社の長期経営構想、中期経営計画及び年度事業計画等の当社グループの重要な業務

執行並びに法定事項について決定するとともに、取締役の職務執行を監督する責務、グループ全体の適切な内部統制システムを構築する責務
等を負う。

・ 取締役会は、法令及び定款に定めるもののほか、取締役会規程において、取締役会にて決議する事項を定める。その他の業務執行に係る権

限については、各業務を担当する執行役員に委譲する。

【原則4-8 独立社外取締役の有効な活用】

当社は、コーポレートガバナンスの公正性、透明性を高め、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上を実現するため、当社の社
外役員の独立性基準を満たす独立社外取締役を2名以上選任いたします。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社独立社外取締役の候補者は、会社法上の要件や東京証券取引所の独立役員の基準を前提に、別途定めた当社社外役員の独立性基準を
満たす人材を選定しております。なお、独立社外取締役の選任と独立性基準については、当社コーポレートガバナンス・ポリシー第2章2.6.2.及び別
紙1にそれぞれ定めております。

【原則4-11-1 取締役会全体のバランス、多様性及び規模】

当社は、取締役会を構成する取締役の員数を定款の定めに従い10名以下とし、グローバル・スペシャリティファーマ実現のための知識、経験、能
力、見識等を考慮し、多様性を確保しながら全体としてバランスのとれた透明性の高いガバナンス体制を構築しております。本内容については当
社コーポレートガバナンス・ポリシー第2章2.2.2.に定めております。

【原則4-11-2 取締役・監査役の兼任状況】

当社は、取締役・監査役の重要な兼任状況について、定時株主総会招集通知や有価証券報告書等において毎年開示しております。

【原則4-11-3 取締役会全体の実効性評価】

「協和発酵キリン株式会社　コーポレートガバナンス・ポリシー」に定める当社の取締役会の役割や責任等のあるべき姿と2017－2018年における
取締役会の状況との違いを認識するために取締役会実効性評価を行いました。取締役会実効性評価のPDCAサイクルをまわし、昨年度からの改
善点の進捗を振り返るとともに、当社の成長に伴う固有の課題および第三者から見た当社への関心事に焦点をあて、次年度に向けた重点課題を
発掘することを目的とし、外部アドバイザーを活用したアンケートを2018年10月に実施しました。アンケートの対象は、取締役、監査役全員および
取締役会にオブザーバーとして参加している執行役員としております。

アンケート項目：1)成長戦略、2)グループ経営、3)リスク管理、4)報酬制度、5)後継者計画、6)株主との対話、7)親子上場、8)審議テーマ、9)情報提
供と議論の充実

実施したアンケートの分析結果をもとに2018年11月に取締役、監査役を中心とした検討会を開催し、意見交換を行いました。アンケートの評点、コ
メントの内容、外部アドバイザーの意見および意見交換結果から、取締役会の実効性が確保されていると評価しました。2016－2020年中期経営
計画で掲げる「グローバル・スペシャリティファーマへの飛躍」を実現するために、「成長戦略」、「グループ経営」、「リスク管理」について取締役会で
の議論をさらに深めることし、これらの項目から抽出したテーマを2019年取締役会での「重要テーマ」へ組み入れることとしました。引き続き、毎回
の取締役会で課題を明確にし、その内容のフォローアップを継続することにより、取締役会の実効性の維持、向上に努めてまいります。

【原則4-14-2 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

当社は、取締役及び監査役がその役割・責務を適切に果たすために必要なトレーニング及び情報提供を適宜実施しており、それら役員の就任の
際には、会社法、コーポレートガバナンス、リスクマネジメント等に関して、専門家や社内関連部門からの講義や研修を実施し、就任後も必要に応
じて法律改正や経営課題などに対する研修や勉強会を継続的に実施しております。また、社外取締役及び社外監査役が就任する際には、当社グ
ループの事業内容の説明や主要拠点の視察等を実施しております。本内容については当社コーポレートガバナンス・ポリシー第2章2.6.5.に定めて
おります。



【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

当社の株主との対話に関する基本方針は以下のとおりです。なお、本方針については当社コーポレートガバナンス・ポリシー第4章4.2.に定めてお
ります。

・ 当社は、株主との建設的な対話がコーポレートガバナンスの更なる充実、ひいては中長期的な企業価値向上に資するとの認識に基づき、対話

の申込みに応じるとともに、定期的に把握する株主構造を踏まえて能動的に建設的な対話を行うための場を設定する。

・ 株主からの個別の面談の申込みには、ＩＲ担当役員の統括のもと、コーポレートコミュニケーション部門ＩＲグループが中心となって対応する。ＩＲ

担当役員が、社長、その他の取締役（社外取締役含む）又は執行役員との面談が適切と考える株主については、合理的な範囲で対話の場を設定
する。

・ 当社は、対話の目的に応じ、ＩＲ担当役員を中心として、財務担当、経営企画担当、法務担当 その他の関係部門が連携することで、株主との対

話の充実を図る。

・ 当社は、長期経営構想、中期・年度経営計画、経営戦略、決算、個別事業等に関する説明会及び株主・投資家訪問を企画・実行し、当社につい

ての理解と対話の促進を図る。

・当社は、対話において適時・適切かつ公平性に配慮し、誠意をもって説明を行うとともに、株主の意見に耳を傾け、双方向のコミュニケーションに
努める。ＩＲ担当役員は、株主からの意見や質問を、社長をはじめとする取締役及び執行役員へ定期的又は必要に応じて報告する。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

キリンホールディングス株式会社 288,819,000 52.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 39,842,900 7.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 20,015,600 3.66

農林中央金庫 10,706,958 1.96

ステート ストリート バンク トラスト カンパニー ５０５００１（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部）
6,873,666 1.26

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者　資産管理サービス信託

銀行株式会社
6,809,000 1.24

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 4,915,000 0.90

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニー レギュラーアカウント（常任代理人 ゴールドマン・サック

ス証券株式会社）
4,901,365 0.90

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー　５０５２３４（常任代理人 株式会社み

ずほ銀行決済営業部）
4,488,797 0.82

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 4,282,000 0.78

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 キリンホールディングス株式会社　（上場：東京、名古屋、札幌、福岡）　（コード）　2503

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 医薬品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

支配株主との取引については、当社より提供する、あるいは当社に提供される財・サービスが主に取引されている市場等の客観的な情報をもと
に、一般的な取引条件と同様に合理的な決定を行います。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、2018年12月31日時点において純粋持株会社であるキリンホールディングス株式会社がその発行済株式総数の50.10％を保有する同社の
連結子会社でありますが、2007年10月22日付け「統合契約書」において、当社は、同社のグループ運営の基本方針を尊重しつつ、自主性・機動性
を発揮した自律的な企業活動を行うとともに、上場会社としての経営の独立性を確保し、株主全体の利益最大化及び企業価値の持続的拡大を図
ること、及び、同社は当社の上場が維持されるべく最大限の合理的な協力を行うことが、同社との間で確認されております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

瓜生健太郎 弁護士

森田朗 学者

芳賀裕子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

瓜生健太郎 ○ ―――

弁護士としての専門的見地及び豊富な経験を
当社の経営に反映していただくため、社外取締
役に選任しております。また、当社の定める社
外役員の独立性に関する基準および証券取引
所の定める独立役員の要件を全て満たしてお
り、一般株主との利益相反の生じる恐れがない
と判断しております。



森田朗 ○ ―――

長年にわたり行政学の研究者として培われた
学識経験と幅広い知見、政府や地方自治体の
審議会委員等を歴任してきた経験を当社の経
営に反映していただくために、社外取締役に選
任しております。また、当社の定める社外役員
の独立性に関する基準および証券取引所の定
める独立役員の要件を全て満たしており、一般
株主との利益相反の生じる恐れがないと判断
しております。

芳賀裕子 ○ ―――

長年にわたり企業戦略の研究者として培われ
た学識経験と幅広い知見及び経営コンサルタ
ントの経験、また医療、介護、ヘルスケアの分
野における豊富な経験を当社の経営に反映し
ていただくために、社外取締役に選任しており
ます。また、当社の定める社外役員の独立性
に関する基準および証券取引所の定める独立
役員の要件を全て満たしており、一般株主との
利益相反の生じる恐れがないと判断しておりま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

7 3 3 3 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬諮問委員
会

7 3 3 3 0 1
社外取
締役

補足説明

・当社は委員会設置会社ではありませんが、取締役会の諮問機関として、上記の委員で構成する指名・報酬諮問委員会を設置し、当社の取締
役、執行役員及び監査役の選解任方針並びに各候補者案、役付取締役の選定及び解職、取締役の担当職務、最高経営責任者の後継者の選定
方針、当社グループの主要会社社長の候補者案、取締役、執行役員及び監査役並びに当社グループの主要会社社長の報酬制度・水準、報酬額
等について、客観的かつ公正な視点から審議・決定の上、取締役会に答申しております。

・委員における「その他」の1名は、社外監査役です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

・ 監査役は、監査役会で策定された監査方針及び職務の分担に基づき、会計監査人（有限責任 あずさ監査法人）、内部監査部門である経営監

査部と情報・意見交換、協議を行う等により相互連携を図っております。

・ 監査役と会計監査人とは、監査計画、監査方針、監査実施状況に関して定期的に意見交換を行っております。

・ 監査役と経営監査部とは、監査計画、重点監査事項等について意見交換を行うほか、監査役は経営監査部から定期的に監査結果の報告を受

けております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名



会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

清水明 他の会社の出身者 △ △

新井純 他の会社の出身者

井上雄二 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

清水明 　 ―――

キリンホールディングス株式会社のグループ経
営監査担当として内部監査や子会社の監査役
としての豊富な経験を有しており、当社の監査
業務に活かしていただけるものと判断いたしま
した。研究開発、海外事業、会社経営等の経験
に基づく幅広い知見を当社の監査に発揮して
いただけるものと期待しております。

新井純 ○ ―――

昭和シェル石油株式会社において、経理・財務
部門を長年担当し、財務及び会計に関する相
当程度の知見を有するとともに、代表取締役社
長として企業経営に携わった経験を有してお
り、これらの幅広い見識を当社の経営全般に
対しての指導及び監査に活かしていただける
人材と判断いたしました。会計等の専門的見地
のみならず、経営者としての豊富な経験に基づ
き、独立した立場から、監査機能を十分に発揮
していただけるものと期待しております。

井上雄二 ○ ―――

株式会社リコーにおける経理・財務部門の要職
及び監査役としての経験による相当程度の財
務及び会計に関する知見や、リコーリース株式
会社における代表取締役社長等の豊富な経験
を当社の経営及び監査等に反映していただけ
る人材と判断いたしました。会計等の専門的見
地のみならず、経営者としての豊富な経験に基
づき、独立した立場から、監査機能を十分に発
揮していただけるものと期待しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定しています。

（選任状況に関する提出会社の考え方）

当社は、様々な経歴、専門性及び経験等を有した社外取締役及び社外監査役を選任し、独立的な立場から客観的かつ公正に当社の経営を監
督、監査できる体制を確保することで、経営における透明性の向上や経営監視機能の強化に繋がると考えております。

なお、独立性確保の要件につきましては、東京証券取引所の有価証券上場規程施行規則に定められた独立役員に係る規程及び日本取締役協



会が2011年に作成した「取締役会規則における独立取締役の選任基準モデル」を参考に、当社グループとの関わりにおいて独立性が確保される
べく独自の「社外役員の独立性に関する基準」を設けております。この基準に照らし2019年3月20日現在、5名（社外取締役3名：瓜生健太郎、森田
朗、芳賀裕子、社外監査役2名：新井純、井上雄二）を東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立役員に指定、同取引所に届け出ており
ます。

（当社の「社外役員の独立性に関する基準」）

当社の社外取締役又は社外監査役が独立性を有すると判断するためには、以下いずれの項目にも該当しないことを要件とする。

１．当社の親会社又は兄弟会社の取締役、監査役、執行役員又は支配人その他の使用人である者

　「兄弟会社」とは、当社と同一の親会社を有する他の会社をいう。

２．当社の主要株主（当社の親会社を除く） の取締役、監査役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人である者

　「主要株主」とは、議決権所有割合10％以上の株主をいう。

３．当社が主要株主である会社（当社の子会社を除く）の取締役、監査役、会計参与、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人である者

４．当社又は当社の子会社を主要な取引先とする者

　「当社又は当社の子会社を主要な取引先とする者」とは、直近事業年度におけるその者の年間総売上高の2％以上の支払いを当社若しくは又は
当社の子会社から受け、又は当社若しくは当社の子会社に対して行っている者をいう。

５．当社又は当社の子会社を主要な取引先とする会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人である者

　「当社又は当社の子会社を主要な取引先とする会社」とは、直近事業年度におけるその会社の年間連結売上高の2％以上の支払いを当社又は
当社の子会社から受け、又は当社若しくは当社の子会社に対して行っている会社をいう。

６．当社の主要な取引先である者

　「当社の主要な取引先である者」とは、直近事業年度における当社の年間連結売上高の2％以上の支払いを当社から受け、又は当社に対して
行っている者をいう。

７．当社の主要な取引先である会社の業務執行取締役、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人である者

　「当社の主要な取引先である会社」とは、直近事業年度における当社の年間連結売上高の2％以上の支払いを当社から受け、又は当社に対し
て行っている会社をいう。

８．当社又は当社の子会社の会計監査人又は会計参与である公認会計士（若しくは税理士）又は監査法人（若しくは税理士法人）の社員、パート
ナー又は従業員である者

９．当社又は当社の子会社から、役員報酬以外に、過去3年間の平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を受けている弁護士、
公認会計士、税理士又はコンサルタント等

１０．当社又は当社の子会社から、一定額以上の金銭その他の財産上の利益を受けている法律事務所、監査法人、税理士法人又はコンサルティ
ング・ファーム等の法人、組合等の団体の社員、パートナー又は従業員である者

　本項において「一定額」とは、過去3年間の平均で当該法人、組合等の団体の総売上高（総収入）の2％に相当する額をいう。

１１．当社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している金融機関その他の大口債権者の取締役、監査役、会計参
与、執行役、執行役員又は支配人その他の使用人である者

１２．当社又は当社の子会社から一定額を超える寄付又は助成を受けている法人、組合等の団体の理事その他の業務執行者である者

　本項において「一定額」とは、過去3年間の平均で年間1,000万円又は当該組織の年間総費用の30％に相当する額のいずれか大きい額をいう。

１３．当社又は当社の子会社から取締役（常勤・非常勤を問わない）を受け入れている会社又はその子会社の取締役、監査役、会計参与、執行役
又は執行役員である者

１４．上記１．又は２．に過去5年間において該当したことがある者

１５．上記４．～８．、１１．のいずれかに過去3年間において該当したことがある者

１６．上記１．～１５．のいずれかに該当する者の配偶者又は二親等以内若しくは同居の親族。但し、本項の適用においては、１．～１５．において
「支配人その他の使用人」とある部分は「支配人その他の重要な使用人」と読み替えることとする。

１７．当社の取締役、執行役員又は支配人その他の重要な使用人である者の配偶者又は二親等以内若しくは同居の親族

１８．当社の子会社の業務執行取締役、執行役員又は支配人その他の重要な使用人である者の配偶者又は二親等若しくは同居の親族

１９．過去5年間において当社又は当社の子会社の業務執行取締役又は執行役員であった者の配偶者又は二親等以内若しくは同居の親族

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

・ 当社の取締役報酬は、当社の更なる持続的な成長と企業価値の増大に貢献する意識を高め、グローバル・スペシャリティファーマへの飛躍を目

指す人材を確保できる内容であること、役員各自がその職務執行を通じて当社への貢献を生み出す動機付けとなるものを基本としております。

・ 当社の業務執行取締役及び執行役員の報酬は、基本報酬、業績連動型年次賞与、中長期インセンティブとしての株式報酬型ストックオプション

で構成され、業績連動の評価要素として売上収益・当期利益（業務執行取締役）およびコア営業利益（執行役員）の年度目標と中期経営計画目標
を設定しています。なお、非業務執行取締役（社外取締役）及び監査役については、経営の監督機能を十分に働かせるため、固定報酬としており
ます。

・ 報酬等の水準は、当社の業態や規模等を考慮し、また外部調査機関による他企業の調査データも参考にして、当社として相応と判断される水

準を設定しております。

ストックオプションの付与対象者 その他

該当項目に関する補足説明

「その他」は、業務執行取締役、執行役員及び子会社の一部取締役である者をいいます。

【取締役報酬関係】



（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

取締役及び監査役の報酬等の額（2018年1月～12月）

・取締役（社外取締役を除く）の報酬等の総額373百万円（基本報酬203百万円、業績連動型年次賞与95百万円、ストック・オプション75百万円）、
員数6名

・監査役（社外監査役を除く）の報酬等の総額26百万円（基本報酬26百万円）、員数2名

・社外取締役の報酬等の総額27百万円（基本報酬27百万円）、員数3名

・社外監査役の報酬等の総額51百万円（基本報酬51百万円）、員数4名

なお、法令に従い、一部の取締役については有価証券報告書において個別開示しています。

注1　業績連動型年次賞与の額は、当事業年度にかかる役員賞与引当金繰入額であります。

注2　ストック・オプションによる報酬額は、当事業年度に費用計上した額であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

・ 取締役報酬は年額5億円（うち社外取締役分は5千万円以内）を上限として、また、取締役への株式報酬型ストック・オプション付与総額は年額1

億5千5百万円を上限として、それぞれ株主総会において承認をいただいております。

・ 監査役報酬は月額9百万円を上限として、株主総会において承認をいただいております。

・ 当社は委員会設置会社ではありませんが、取締役会の諮問機関として3名の社内取締役及び4名の社外役員で構成する指名・報酬諮問委員会

を設置し、取締役、監査役及び執行役員についての報酬制度、報酬水準の検証と見直し及び株式報酬型ストック・オプションの算定について審議
しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

・ 取締役会事務局は、社外役員を含む取締役及び監査役に必要な情報を随時提供するとともに、必要に応じて取締役会の審議・報告案件に関

する事前説明を行っております。

・ 社外取締役、社外監査役から取締役及び監査役の職務の執行に必要な情報提供を求められた場合、執行組織から積極的に提供しておりま

す。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社の機関設計は、重要な業務執行の意思決定機関である取締役会による監督と、監査役会による意思決定のプロセス及び内容を監視・検証
する「監査役会設置会社」を選択しています。また、任意の「指名・報酬諮問委員会」を設置することにより経営の透明性を高め、業務執行と監督
機能のバランスを備えたハイブリッド型のガバナンス体制を採用しています。

（取締役、取締役会）

当社の取締役会は、経営上の重要な重要事項の決定と業務執行の監督を行っており、取締役の知識、経験、能力、見識においてバランスのとれ
た透明性の高い体制となっています。また、社外取締役の客観的かつ専門的な視点を活かすことで適切な意志決定と経営の監督機能の実現を
図っています。取締役候補者の選任方針・手続きは、指名・報酬諮問委員会で審議し、取締役会で決定しています。

当社の取締役は、2019年3月20日現在8名（うち社外取締役3名：男性7名、女性1名）の構成となっており、取締役会において 、経営方針等の重要

事項に関する意思決定及び業務執行の監督を行っております。2018年度における取締役会の開催状況は、開催回数15回・取締役出席率98.2％
でした。

（監査役、監査役会）

当社の監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針及び職務の分担等に従い、取締役会をはじめとする重要な会議へ
の出席や業務及び財産の状況調査等により、取締役の職務執行を監査しています。また、会計監査人、内部監査部門及びグループ会社監査役
等との連携を通じて、監査機能の充実に努めております。

当社の監査役は、2019年3月20日現在で監査役5名（うち社外監査役3名：男性5名）の構成となっております。なお、常勤監査役小松浩、監査役新
井純及び井上雄二は 、事業会社において経理・財務部門を担当してきた経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

（経営戦略会議、執行役員制）

当社は、戦略的な視点から的確かつ効率的な経営判断が下せる意思決定機構として、経営戦略会議を設置しております。また、機動的な事業戦
略を実行し、執行責任を明確にするため、執行役員制を導入しております。

（会計監査、法令遵守）

当社は、財務諸表等について、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し、表示等が適正であることを確実にするた
めに、会計監査人の監査を受けております。また、業務執行上発生する諸問題については、法令遵守を最優先とし、必要に応じて弁護士等の第
三者から適宜アドバイスを受けております。

（コンプライアンス・リスクマネジメント体制）

当社は、当社グループの「コンプライアンス基本方針」、「リスクマネジメント基本方針」に則り、コンプライアンスを誠実に推進するとともに、リスクに
対する適切な対応を行う体制を確保しております。また、経営課題に内在する様々なリスクに対応するため、各種社内委員会を設置し、リスクマネ
ジメント、コーポレートガバナンスの充実に努めております。各種社内委員会の活動内容は定期的に取締役会に報告されます。各種社内委員会
の概要は以下のとおりです。

・ グループＣＳＲ委員会



コンプライアンス・情報セキュリティを含むリスクマネジメント、環境保全、企業価値創出などＣＳＲに関する当社グループ全体戦略及び活動方針な
どの重要事項を審議する。

・ グループ情報公開委員会

情報活動の基本方針及び情報公開に関する重要事項を総合的に審議する。

・ グループ品質保証委員会

品質保証に関する基本方針を審議する。

・ グループ財務管理委員会

資金管理及び財務市場リスク管理に関する基本方針、計画などの重要事項を審議する。

（内部監査）

経営監査部を設置し、当社グループにおけるガバナンスプロセス・リスクマネジメント及びコントロールに関する経営諸活動の遂行状況を、合法性
と合理性の観点から公正かつ独立の立場で評価し、これに基づいて客観的意見を述べ、助言・勧告を行っております。また、2017年には外部評価
を受審するなど、監査業務の品質の維持向上を図っております。

（企業倫理）

当社グループでは業務執行における企業倫理遵守の姿勢を明確にするため、「協和発酵キリングループコンプライアンス基本方針」及び、同方針
に基づき「協和発酵キリングループ行動規範」を制定し、国内外のグループ会社に周知、運用しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

(現在の体制を採用している理由)

当社は、複数の社外取締役を含む取締役会と、複数の社外監査役を含む監査役会が緊密に連携し、監査役の機能を有効に活用しながら経営に
対する監督機能の強化を図ることによって、継続的に企業価値を向上させ、経営における透明性の高いガバナンス体制を維持できると考え、現在
の体制を採用しております。

(社外取締役、社外監査役が果たしている機能及び役割)

当社の社外取締役は、様々な経歴、専門性及び経験等を有しており、その豊富な経験と知識を当社の経営に活かすとともに、客観的かつ公正な
立場から当社の経営の監督機能を発揮しております。

当社の社外監査役は、その専門性、知見及び経験等に基づき、客観的かつ中立的な立場から当社の経営を監査することで、経営の信頼性や健
全性の確保に努めております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主が総会議案の十分な検討期間を確保することができるよう、招集通知を株主総会の
開催日の3週間前を目安に発送するとともに、当該発送日の1週間前を目安に当社及び
東京証券取引所のウェブサイトに開示しております。

集中日を回避した株主総会の設定 12月決算のため、2019年度は3月20日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権の行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加しており
ます。

招集通知（要約）の英文での提供 招集通知の英訳版（要約）を作成しております。

その他

2019年の定時株主総会は3月20日に開催しました。株主総会の運営に関しビジュアル化
を推進しております。招集通知をカラー化し、ユニバーサルフォントを採用するなど読みや
すさに配慮しております。招集通知は発送日である3月1日よりも8日間前倒しして2月21日
に当社ウェブサイトに掲載しております。株主総会当日の運営では、事業報告については
映像を利用して説明し、対処すべき課題は社長がプレゼンテーションするなど、株主に
とってわかりやすい運営に留意しております。

招集通知（和文） ＜https://ir.kyowa-kirin.com/ja/stock/meeting.html＞

招集通知（英訳文） ＜https://ir.kyowa-kirin.com/en/stock/meeting.html＞

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
情報公開に関する基本方針であるディスクロージャー・ポリシーを制定し、当社
ウェブサイトに掲載しております。

＜https://ir.kyowa-kirin.com/ja/disclosure.html＞

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

第2四半期及び期末決算の発表後には決算説明会を、第1四半期及び第3四
半期決算の発表後にはカンファレンスコールを、それぞれ開催しております。ま
た、中期経営計画などの重要事項発表時は、別途、説明会を開催しておりま
す。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
米国及び欧州の海外投資家を年1回訪問し、個別ミーティングを実施しており
ます。

あり

IR資料のホームページ掲載

決算発表資料、適時開示資料、各種プレゼンテーション資料、有価証券報告
書及び四半期報告書、株主総会招集通知、Kyowa Hakko Kirin Report(中間報

告書)、アニュアルレポート(統合報告書)等の掲載をしております。また、決算説
明会やカンファレンスコール等の音声のオンデマンド配信をＩＲウェブサイト上に
て実施しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当部署は、コーポレートコミュニケーション部 ＩＲグループ(3名)です。

またグループ情報公開委員会を年2回開催し、情報公開に関して組織横断的
に協議しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明



社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「協和発酵キリングループコンプライアンス基本方針」、「協和発酵キリングループ行動規
範」及びコーポレートガバナンス・ポリシーにて定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 アニュアルレポート(統合報告書)を作成・発行し記載しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報公開に関する基本方針であるディスクロージャー・ポリシーを制定し、インターネット上
の当社ウェブサイトに掲載しております。

＜https://ir.kyowa-kirin.com/ja/disclosure.html＞

その他

当社では、「多様な背景を持つ個々の能力を活かし、新たな価値を生み出す共創の場を提
供する」ことによって、企業競争力を高め、成果を生み出していくことを目的に、多様性推進
の施策を進めています。

女性の活躍推進に向けては、2020年での女性管理職比率10%以上（2018年12月時点：
8.9%）を目標として、女性経営職育成研修、若手女性社員向けのキャリア研修、育児休職
からの復職支援フォーラムなど、女性のキャリア形成支援や仕事と育児の両立にかかわる
取り組みを行っています。

仕事と介護の両立支援については介護支援サービスを導入し、セミナーや個別相談会開
催などの取り組みを継続的に行っています。

また、2016年から労働時間管理、社員の働き方に関する方針「スマートワーク推進プラン」
を策定し、ワークスタイル改革への取り組みを始めました。各部門の特性を踏まえた健康
増進・生産性向上に関する施策を実行するとともに、社員のエンゲージメントと年休取得に
関する数値目標を事業計画の中に設定して、業務改善につなげていきます。

社員のワークライフバランスを充実させるための制度としてはフレックス勤務制度、短時間
勤務制度、配偶者出産休暇、配偶者が転勤した際に2年間休職できる制度(配偶者転勤に
伴う休職制度) 等を導入しています。また、ワークライフバランスを踏まえたより高い生産性

を生み出すための在宅勤務制度や、営業職において結婚または子の出生を契機とし、配
偶者との同居を実現（または継続）させる制度も導入しています。

これらの取り組みが評価され、2015年には次世代育成支援対策推進法に基づく “子育て

サポート企業”の認定マーク「くるみん」を取得し、2016年には「女性の職業生活における活
躍の推進に関する法律」に基づく、厚生労働大臣認定の最高評価（えるぼし「3段階目」）を
取得しました。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（内部統制システムに関する基本的な考え方）

当社は、親会社であるキリンホールディングス株式会社の「会社法に基づく内部統制システム大綱」を踏まえ、会社法第362条第4項第6号「取締役
の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその子会社から成る企業
集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制」として、以下のように定めております。

１．当社及び子会社（以下、当社グループ）の取締役及び使用人の職務の執行が法令等を遵守すること及び定款に適合することを確保するため
の体制（コンプライアンス体制）

当社グループにおけるコンプライアンスを推進するため、以下の体制を整備する。

・ 当社グループのコンプライアンスの基本方針を定めるとともに、これを実効化する組織及び規程を整備する。

・ コンプライアンスに関する統括組織を設置し、当社グループの役職員に対する教育・啓発活動等を通じてコンプライアンス意識の醸成を図るとと

もに、コンプライアンス違反発生時の対応に関する手順を明確化し、当社グループの各社に周知する。

・ コンプライアンス体制の構築・運用状況について、内部監査専任組織が監査を実施する。

・ 財務報告の信頼性を確保するための内部統制報告体制を構築し、その有効かつ効率的な運用及び評価を行う。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報保存管理体制）

当社の取締役の職務執行に係る情報については、社内規程に基づき適切に保存・管理を行うとともに、取締役又は監査役に対して閲覧可能な状
態を維持する。

３．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスクマネジメント体制）

当社グループのリスクを適正に管理するため、以下の体制を整備する。

・ 当社グループにおけるリスクマネジメントの基本方針を定めるとともに、これを実効化する組織及び規程を整備する。

・ リスクマネジメントに関する統括組織を設置し、当社グループ各組織のリスクマネジメント活動を通じて、リスクマネジメントの実効性を確保すると

ともに、リスクの開示及びクライシス発生時の対応に対する手順を明確化し、当社グループ各社に周知する。

・ リスクマネジメント体制の構築・運用状況について、内部監査専任組織が監査を実施する。

４．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（効率的職務執行体制）

当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われるために、以下の体制を整備する。

・ 職務分掌、職務権限及び意思決定その他の組織に関する規程・基準類を定める。

・ 取締役会の決議により、業務執行を担当する執行役員を選任するほか、必要に応じ当社グループ各社に取締役を派遣し、適正な業務執行・意

思決定の監督を行う。

・ 経営戦略会議を設置し、意思決定を迅速化する。

・ グループ子会社の取締役の職務執行に関する権限及び責任については、各社が業務分掌規程、職務権限規程その他の社内規程において明

文化し、それぞれ業務を効率的に遂行する。

・ 当社グループ各社ごとに年度計画を策定し、モニタリング等を通じて定期的に業績管理を行う。

５．当社グループの取締役の職務執行の報告に関する体制並びに当社グループ及び当社の親会社から成る企業集団におけるその他の業務の
適正を確保するための体制（業務執行の報告及びその他のグループ内部統制体制）

当社グループの取締役の職務執行の報告並びに当社グループ及び当社の親会社から成る企業集団におけるその他の業務の適正を確保するた
めに、親会社であるキリンホールディングス株式会社のグループ運営の基本方針を踏まえ、以下の体制を整備する。

・ グループ子会社の主管部署を設置し、子会社の自主性を尊重しつつ、事業の状況に関する定期的な報告を受けるとともに、重要事項について

は事前協議を行うなど、必要に応じて主管部署から指導、助言を行う。

・ グループ子会社の業務執行に関する責任及び権限を定め、各社業務について内部監査専任組織による監査を実施する。

６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の当社の取締役からの
独立性に関する事項及び当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（以下総称して、監査役関連体制）

当社の監査役の求めに応じ、必要があるときは使用人若干名に、監査役の職務の補助業務を担当させる。また、当該使用人としての独立性を確
保するため、当該使用人の任命、異動及び評価等の人事に関する事項の決定は、当社の監査役の同意を必要とする。なお、当該使用人が監査
役の職務の補助業務を担当するときは、業務執行に係る役職を兼務せず、当社の監査役の指揮命令のみに従う。

７．当社グループの取締役、監査役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制

（1）当社の取締役は監査役に対し以下の報告を行う。

・ 取締役会に付議される事項について、事前にその内容、その他監査役監査上有用と判断される事項

・ 当社グループ各社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、その事実

・ 当社グループの取締役又は使用人が法令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがあると考えられるときは、その旨

・ 当社の監査役の同意を要する法定事項

・ 当社の内部統制システムの整備状況及びその運用状況

当社の監査役は、上記事項に限らず、その必要に応じ随時に、当社グループ各社の取締役、監査役及び使用人に対し報告を求めることができ
る。

（2）当社グループ各社の取締役、監査役及び使用人（当該取締役、監査役及び使用人から報告を受けた者を含む）は、当社グループ各社の業務
の適正を確保する上で当社の監査役に報告することが適切と判断する事項が生じた場合、直接当社の監査役に報告することができる。また、当
社の監査役は内部通報制度の運用状況について、担当部署から定期的に報告を受けるとともに、自らが必要と認めた場合、直ちに当該運用状況



について報告をさせることができる。

８．前号の報告をした者が当社の監査役に当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、前号の報告をした者がそのことを理由として不利な取扱いを受けないことを定めた当社グループ共通の規程類を整備し、当社グループの
各社に周知した上で適切に運用する。

９．当社の監査役の職務執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続き等に関する事項

当社は、当社の監査役の職務執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続き等について、速やかに当該費用又は債務を処理する。

１０．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査役は、当社の代表取締役等との意見交換会を定期的に開催する。当社の監査役は、内部監査専任組織等と連携した監査を実施する
ことができる。また、当社は、当社の監査役の要請に基づき、当社の監査役が当社グループ各社の会議に出席する機会を確保する等、当社の監
査役の監査が実効的に行われるための体制を整備する。

（内部統制システムの整備状況）

当社では、内部統制システムの体制を着実に整備し、運用を行っております。整備、運用状況については、2019年1月22日の取締役会にて報告を
受け確認しています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（基本的な考え方）

協和発酵キリングループでは、「コンプライアンス」を単に法令遵守のレベルに留めることなく、社会通念や一般常識も留意した上で、グループ各社
の事業活動に関して、役員及び従業員一人ひとりが、社会的要請に誠実に応え倫理的に行動するために守ることととらえ、日々の企業活動に照
らして協和発酵キリングループ各社及び従業員が守らなければならない「協和発酵キリングループコンプライアンス基本方針」及び「協和発酵キリ
ングループ行動規範」を定め、その中で反社会勢力との関係断絶を掲げ、経営トップ以下、組織として対応するよう取り組んでいます。

（整備状況）

当社は、反社会的勢力による不当要求に備え、平素から対応統括部署を定め、不当要求防止責任者を設置すると同時に、警察、暴力追放運動
推進センター、弁護士等の外部専門機関と連携し、情報収集に努めています。対応統括部署では、対応マニュアルを整備するほか、上記グルー
プコンプライアンス基本方針及びグループ行動規範について研修を定期的に実施しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方に従い、体制の充実に向けて努力してまいります。

コーポレートガバナンスの体制

当社の2019年3月20日現在のコーポレートガバナンス体制は下図の通りです。




